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令和６年（行ウ）第８５号 地位確認等請求事件 

原告  （閲覧制限）ほか９名 

被告  国 

 

準 備 書 面 (5) 

 

令和８年５月１９日   

 

 東京地方裁判所民事第２部Ｄｂ係 御中 

 

被告指定代理人   山 口 雅 裕 

福 田 恭 平  

進 藤 晶 子  

髙 橋   渚  

戸 取 謙 治 

大 野 智 己  

今 村 謙 介 

宮 村 開 人  

佐 藤 博 行  

浜 中 真太郎  
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 被告は、本準備書面において、原告らの２０２６（令和８）年２月２７日付け第

２０準備書面（以下「原告ら第２０準備書面」という。）及び同日付け第２１準備書

面（以下「原告ら第２１準備書面」という。）に対し、必要と認める限度で反論する。 

なお、略語等については、本準備書面において新たに用いるもののほか、従前の

例による。 

 

第１ 原告ら第２０準備書面に対する被告の反論 

 １ 原告らが主張する本訴訟の審理の在り方に対する反論 

(1) 原告らは、本訴訟の審理において、平成２７年大法廷判決及び令和３年大

法廷決定を無批判に判断の前提とすることは適切ではない旨主張するととも

に、平成２７年大法廷判決及び令和３年大法廷決定が内容において適当かを

改めて検討しなければならない旨主張する（原告ら第２０準備書面第１・７

ページ）。 

(2) しかし、被告準備書面(4)第１の１（５から７ページ）において述べたとお

り、本訴訟においては、原告らが主張する事情が、①平成２７年大法廷判決

当時及び令和３年大法廷決定当時はもとより、現時点においても本件各規定

が違憲であることを基礎づける事情に当たるかどうか（原告らが主張する平

成２７年大法廷判決や令和３年大法廷決定の誤りがあるかどうかも含む。）、

②平成２７年大法廷判決及び令和３年大法廷決定後の事情の変化により本件

各規定が違憲となるに至ったことを示す事情に当たるかどうかという観点か

ら審理されるべきである。そして、平成２７年大法廷判決及び令和３年大法

廷決定がいずれも正当であり、原告らの主張する事情が上記①及び②のいず

れの事情にも当たらず、平成２７年大法廷判決及び令和３年大法廷決定を変

更すべき事情があるとはいえないことは、既に、被告準備書面(1)第２の４か

ら６まで（１７から２８ページ）、被告準備書面(3)第１から第４まで（３か

ら１８ページ）及び被告準備書面(4)第１から第５まで（３から２６ページ）
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において主張したとおりである。 

２ 本件各規定が憲法１３条に違反するものではないこと 

(1) 原告らは、「憲法１３条の保障が及ぶか否かの判断において必要なのは、氏

名に関する人格的利益が個人の尊重や幸福追求との関係で重要な価値を有す

るかの検討であ」り、「氏名に関する人格的利益に対する制約の態様に関する

事情」は、「その前提となる憲法１３条の保障の判断と直接関係するものでは

ない」にもかかわらず、被告の主張は「自らの意思に関わりなく氏の変更が

強制されるものではない」という「制約の態様を根拠として氏名に関する人

格的利益が憲法１３条によって保障されない」ことを論証するものであって、

誤りである旨主張する（原告ら第２０準備書面第２の２(2)イ・１２及び１３

ページ）。 

しかし、そもそも被告が、原告らが主張する氏に関する人格的利益につき、

憲法１３条によって保障される権利又は利益であるとはいえないと反論する

のは、被告準備書面(1)第２の４(2)（１７から２０ページ）及び被告準備書

面(4)第２の１(2)（８から１０ページ）において述べたとおり、氏には、名

とあいまって社会的に個人を他人から識別し特定する機能があり、自らの意

思のみによって自由に定めたり、改めたりすることは本来の性質に沿わない

こと、氏には、名とは切り離された存在として社会の構成要素である家族の

呼称としての意義があり、一定の身分関係を反映し、身分関係の変動に伴っ

て改められることがあり得ることがその性質上予定されていること、そして、

氏が法制度によって形成されるものである以上、氏に関する利益も現行の法

制度によって氏に付与された性質の影響を受け、身分関係の変動によって改

められることがあり得ることを前提としていると解されることをも理由とし

ているものである。 

   したがって、被告の主張を「自らの意思に関わりなく氏の変更が強制され

るものではない」という「制約の態様を根拠」とするものと解して批判する
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原告らの上記主張は、被告の主張を正解しないものであり、理由がない。 

(2) 原告らは、「平成２７年大法廷判決が検討対象としたのは、あくまで「“婚

姻の際に”氏の変更を強制されない自由」という特定の局面を念頭においた

自由の憲法上の保障の有無であったというべき」であり、「一般的に氏名に関

する人格的利益ないし氏名の変更を強制されない自由が憲法１３条によって

保障されると解することは、平成２７年大法廷判決の説示と矛盾するもので

はない」などと主張する（原告ら第２０準備書面第２の２(2)ウ・１３及び１

４ページ）。 

しかし、本訴訟で問題とされている場面も、婚姻という身分関係の変動を

自らの意思で選択することに伴って夫婦の一方の氏を改めるという場面であ

り、平成２７年大法廷判決の事案と同じと考えられる。このことは、原告ら

自身が、原告ら第３準備書面第１の１（３ページ）において、「原告らの主張

は、本件各規定がすべての夫婦に対して、婚姻に際して
．．．．．．

いずれか一方が氏を

変更して夫婦同氏となることを求めており、双方が氏を維持したまま婚姻す
．．．

る等の
．．．

例外を一切認めていない点が違憲であるというものである（被告注：

傍点は被告による。）」（原告ら第３準備書面第１の１・３ページ）と自らの主

張を整理していることからも明らかである。 

そうであれば、原告らの上記主張は、従前の主張と異なり、本訴訟とは異

なる場面の議論を持ち出す主張であって、理由がない。 

また、以上の点をおいても、被告準備書面(1)第２の４(2)（２０ページ）

で述べたとおり、平成２７年大法廷判決は、氏について、「婚姻前に築いた個

人の信用、評価、名誉感情等を婚姻後も維持する利益等は、憲法上の権利と

して保障される人格権の一内容であるとまではいえない」と判示している。

このような判示に照らせば、同判決も、氏に関する人格的利益や氏の変更を

強制されない自由が憲法１３条により一般的に保障されているといえるか否

かについては、これを否定する趣旨のものと解される。したがって、原告ら
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の上記主張は、この点においても理由がない。 

 (3) 原告らは、最高裁令和５年１０月２５日大法廷判決（民集７７巻７号１７

９２ページ）の「判断方法を本件について参照すれば、氏名に関する人格的

利益が憲法１３条によって保障されることもより一層明らかとなる」と主張

する（原告ら第２０準備書面第２の２(2)エ・１４ページ）。 

しかし、被告準備書面(4)第２の２（１２ページ）で述べたとおり、本件と、

身体への侵襲を受けない自由のように憲法上保障された権利の侵害が問題と

された同判決の事案とでは事案が異なるし、仮に原告らが主張するような二

者択一の関係が認められるとしても、そのような関係にあることをもって、

問題とされている利益が直ちに憲法１３条によって保障を受ける権利又は利

益となるものでもない。 

したがって、原告らの上記主張もまた理由がない。 

３ 本件各規定が憲法１４条１項に違反するものではないこと 

(1) 原告らは、「平成２７年大法廷判決は、夫の氏を選択する夫婦が圧倒的多数

を占める現状が「本件規定（被告注：民法７５０条の規定のこと。以下、(2)

及び(3)において同じ。）の在り方自体から生じた結果」と評価できる場合に

は憲法１４条１項違反の問題を生じることを示唆しており」、「条文上の形式

的な記載内容のみをもって直ちに憲法１４条１項に違反しないとは判断して

いない」にもかかわらず、被告は、条文上の形式的な記載内容のみをもって、

「夫の氏を選択する夫婦が圧倒的多数を占めている現状は夫婦の個々の（自

由かつ対等な）協議の結果とみなすべきであり、憲法１４条１項の問題は生

じない」と主張しており、被告の上記主張には誤りがある旨主張する（原告

ら第２０準備書面第３の１(2)イ・１８及び１９ページ）。 

(2) しかし、平成２７年大法廷判決は、まず、憲法１４条１項の「平等」が少

なくとも裁判規範としては基本的に形式的な平等をいうものであることを示

した上で、民法７５０条への当てはめとして「文言上性別に基づく法的な差
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別的取扱いを定めているわけではな」い旨を判示し、次に、いわゆる間接差

別（それ自体は差別を含まない中立的な制度や基準であっても、特定の人種

や差別に属する人に不利益な効果・影響をもたらすならば違法な差別になる）

の観点を念頭に置いた上で、「我が国において、夫婦となろうとする者の間の

個々の協議の結果として夫の氏を選択する夫婦が圧倒的多数を占めることが

認められるとしても、それが、本件規定の在り方自体から生じた結果である

ということはできない」と明確に判示したものであって、平等について単な

る文言上の当てはめにとどまらない検討をしている（畑佳秀・最高裁判所判

例解説民事篇平成２７年度（下）７４４から７４６ページ）。この検討におい

ては、上記判示のとおり、夫婦の氏の選択は夫婦となろうとする者の間の協

議に委ねられている以上、総体として夫の氏を選択する夫婦が圧倒的多数を

占めているとしても、それは、個々の協議の結果といわざるを得ず、民法７

５０条の在り方自体から生じた結果として、夫の氏を選択する夫婦が多数を

占める現状が生じているとはいえない旨の結論が導かれているものである。 

そして、平成２７年大法廷判決は、さらに、広く平等の観点からの検討に

進み、「氏の選択に関し、これまでは夫の氏を選択する夫婦が圧倒的多数を占

めている状況にあることに鑑みると、この現状が、夫婦となろうとする者双

方の真に自由な選択の結果によるものかについて留意が求められるところで

あり、仮に、社会に存する差別的な意識や慣習による影響があるのであれば、

その影響を排除して夫婦間に実質的な平等が保たれるように図ることは、憲

法１４条１項の趣旨
・ ・

に
・

沿う
・ ・

（被告注：傍点は被告による。）」と判示するが、

同判示に続けて、「この点は、氏を含めた婚姻及び家族に関する法制度の在り

方を検討するに当たって考慮すべき事項の一つというべきであり、後記の憲

法２４条の認める立法裁量の範囲を超えるものであるか否かの検討に当たっ

ても留意すべきものと考えられる」と判示している。 

このような判示に照らせば、平成２７年大法廷判決は、民法７５０条の在
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り方自体から生じた結果として夫の氏を選択する夫婦が多数を占める現状が

生じている旨を判示したものではない。また、平成２７年大法廷判決は、仮

に、上記現状が、社会に存する差別的な意識や慣習による影響があるのであ

れば、その影響を排除して夫婦間に実質的な平等が保たれるように図ること

は憲法１４条１項の趣旨に沿うとするものの、これは、上記のような実質的

平等の観点は、憲法１４条１項適合性の判断において直ちに裁判規範となる

ものではなく、憲法２４条に関連し、氏を含めた婚姻及び家族に関する法制

度の在り方を検討するに当たって考慮すべき事項の一つとされる旨を判示し

たものであって（前掲判例解説・７４７ページ）、憲法１４条１項違反になる

旨を判示したものでないことは明らかである。 

   したがって、原告らの前記(1)の主張は、平成２７年大法廷判決を正解して

おらず、理由がない。 

(3) また、被告は、平成２７年大法廷判決が、「本件規定は、夫婦が夫又は妻の

氏を称するものとしており、夫婦がいずれの氏を称するかを夫婦となろうと

する者の間の協議に委ねている」（民集６９巻８号２５９１ページ）、「本件規

定の定める夫婦同氏制それ自体に男女間の形式的な不平等が存在するわけで

はなく、夫婦がいずれの氏を称するかは、夫婦となろうとする者の間の協議

による自由な選択に委ねられている」（同２５９５ページ）と判示するところ

の「協議」を念頭に、いずれの夫婦も、婚姻の届出を行うに当たり、夫婦が称

する氏を届書に記載し、又は市役所等においてそれを陳述しているという事

実関係（戸籍法２７条、３７条１項、７４条１号参照）をも踏まえ、基本的に

は、明示又は少なくとも黙示には夫婦の自由意思による協議が行われ、平成

２７年大法廷判決が説示するところの「協議」が成立しているものと捉える

べきである旨を主張しているものである（被告準備書面(4)第３の１(2)イ・

１５ページ）。このように、被告は、本件各規定の形式的な記載内容のみをも

って、上記協議が行われ、それが成立しているものとみなすべきである旨を
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主張しているものではない。 

したがって、原告らの前記(1)の主張は、被告の主張も正解しておらず、こ

の点においても理由がない。 

(4) そして、前記(3)で述べた協議の結果として、夫の氏を選択する夫婦が妻の

氏を選択した夫婦よりも多いことについて、社会的・経済的要因が背景にあ

り、それに対処することが求められるとしても、本件各規定が憲法１４条１

項に違反するか否かとは次元の異なる話であり、そのことから本件各規定が

同項違反になるということはできないことは、被告準備書面(4)第３の１(2)

イ（１５ページ）で主張したとおりである。 

４ 本件各規定が憲法２４条１項及び２項に違反するものではないこと 

 (1) 原告らは、「令和３年度 人生１００年時代における結婚・仕事・収入に関

する調査報告書」等の調査結果から、「本件各規定それ自体が婚姻を諦める直

接的な理由になっており、憲法上、婚姻に対する直接制約であると評価すべ

きである」として、本件各規定が憲法２４条１項に違反する旨を主張する（原

告ら第２０準備書面第４の１(2)・２２ページ）。 

   しかし、被告準備書面(1)第２の５(3)ア(２２及び２３ページ)、被告準備

書面(3)第３の２(1)イ（９及び１０ページ）及び被告準備書面(4)第４の１(2)

ア（１８ページ）で述べたとおり、本件各規定が婚姻をすることを直接制約

するものでないことは、平成２７年大法廷判決や令和３年大法廷決定が判示

するところから明らかである。そして、被告準備書面(1)第２の５(2)（２１

ページ）、被告準備書面(3)第３の２(1)イ（９及び１０ページ）及び被告準備

書面(4)第４の１(2)ア（１８ページ）で述べたとおり、婚姻及び家族に関す

る制度は、その在り方が憲法上一義的に定められておらず、憲法２４条２項

により、具体的な内容は法律によって規律されることが予定されているから、

婚姻に関する権利又は利益は、制定された法制度を前提としたものになると

解される。このため、仮に現在の法制度の婚姻の内容に意に沿わないところ
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があり、これを理由として婚姻をしないことを選択した者がいるとしても、

これをもって直ちに上記法制度を定めた法律が婚姻をすることについて憲法

２４条１項の趣旨に沿わない制約を課したものと評価することはできない。 

   したがって、原告らの上記主張は理由がない。 

(2) 原告らは、本件各規定が憲法２４条２項に違反するか否かについて、仮に

平成２７年大法廷判決と同じ基準の下で、「国会の広い立法裁量を踏まえた審

査をするとしても、具体的に検討する際には、問題となっている事柄の性質

に応じて、立法裁量の広狭ないし審査密度は変動する」として、「本件のよう

に婚姻制度の利用自体を拒む本件各規定の合理性を検討する場合には、（中略）

審査密度は高くなる」などと主張する（原告ら第２０準備書面第５の２(2)イ・

２８及び２９ページ）。 

しかし、氏を含む婚姻及び家族に関する法制度に関しては、令和３年大法

廷決定が「この種の制度の在り方については、平成２７年大法廷判決の指摘

するとおり、国会で論ぜられ、判断されるべき事項にほかならない」と判示

するところである（被告準備書面(1)第２の２・１２ページ）。そして、平成

２７年大法廷判決は、「婚姻及び家族に関する事項は、国の伝統や国民感情を

含めた社会状況における種々の要因を踏まえつつ、それぞれの時代における

夫婦や親子関係についての全体の規律を見据えた総合的な判断によって定め

られるべきものである。特に、憲法上直接保障された権利とまではいえない

人格的利益や実質的平等は、その内容として多様なものが考えられ、それら

の実現の在り方は、その時々における社会的条件、国民生活の状況、家族の

在り方等との関係において決められるべきものである。」と判示し、「婚姻及

び家族に関する法制度を定めた法律の規定が憲法１３条、１４条１項に違反

しない場合に、更に憲法２４条にも適合するものとして是認されるか否かは、

当該法制度の趣旨や同制度を採用することにより生ずる影響につき検討し、

当該規定が個人の尊厳と両性の本質的平等の要請に照らして合理性を欠き、
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国会の立法裁量の範囲を超えるものとみざるを得ないような場合に当たるか

否かという観点から判断すべきものとするのが相当である。」と判示してい

るところである。 

以上の判示に照らせば、本件各規定が憲法２４条２項に違反するか否かに

ついては、国会の立法裁量の範囲を超えるものとみざるを得ないような場合

に当たるか否かという観点から判断すべきものであり（以上につき、被告準

備書面(3)第４の３・１６及び１７ページ、被告準備書面(4)第５の１(2)ア・

２１及び２２ページ参照）、あたかもこれを否定するかのような原告らの上

記主張は理由がない。 

 

第２ 原告ら第２１準備書面に対する被告の反論 

 １ 原告らは、１９４７（昭和２２）年に夫婦同氏制を定める民法７５０条が成

立してから現在（２０２６（令和８）年２月）までの間に、原告ら第２１準備

書面第１から第５まで（３から１９ページ）に記載したとおりの事情変更があ

った旨主張する。 

しかし、上記主張には、以下のとおり誤りがある（下線は被告による。以下、

この項において同じ。）。 

(1) 原告ら第２１準備書面第２の１(1)３段落目（５ページ）には、１９５０

（昭和２５）年の生涯未婚率につき「男性１．７５％、女性１．４７％」と

の記載があるが、誤りである。「男性１．４５％、女性１．３５％」が正しい。

（甲Ａ第３６８号証） 

(2) 原告ら第２１準備書面第２の１(1)４段落目（５ページ）には、離婚率につ

き「１９４７（昭和２７）年には約１％であったが、２０２３（令和５）年

には１．５％を超えるに至っている」との記載があるが、誤りである。１９

４７（昭和２７）年は１.０２‰
．
（パーミル。なお、１パーミルは０．１パー

セントである。）、２０２３（令和５）年は１．５２‰
．
が正しい。（甲Ａ第３７
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０号証） 

(3) 原告ら第２１準備書面第２の２(2)３段落目（１０ページ）には、国際結婚

（夫婦の一方が外国人）の件数につき「２０２２（令和４）年は１万７８９

５組」との記載があるが、誤りである。「２０２２（令和４）年は１万７６８

５組」が正しい。（甲Ａ第３７３号証） 

(4) 原告ら第２１準備書面第２の３第３段落目（１３ページ）には、法制審議

会家族法制部会における審議期間が「約５年間」であった旨の記載があるが、

誤りである。「約３年間」が正しい。（令和３年３月調査審議開始、令和６年

１月「家族法制の見直しに関する要綱案」の取りまとめ） 

(5) 原告ら第２１準備書面第３の３段落目（１６ページ）には、各国における

離婚率の記載があるが、単位（‰）の記載がなく、不正確である。なお、こ

れらの記載のうちイタリアの離婚率については、２０２２（令和４）年の数

値である。（甲Ａ第３７６号証） 

(6) なお、原告ら第２１準備書面第２の１(1)１段落目（４ページ）の「昭和２

２年民法改正当時は、「三世代以上が同居する大家族」の形態が一般的であり」

との記載については、不知。被告が国民生活基礎調査により把握しているの

は、昭和２９年以降の世帯数及び構成割合の推移についてである。（甲Ａ第３

６７号証参照） 

２ 原告らは、国民の意識の変化など婚姻や氏に関する社会的状況等の変化を指

摘し、「現在の夫婦同氏制度の必要性と合理性は、既に失われている」と主張す

る（原告ら第２１準備書面第１から第５・３から１９ページ）。 

しかし、婚姻及び家族に関する法制度の構築に当たり、国民の意識は重要な

考慮要素の一つとなるものの、法制度をめぐる国民の意識の有り様がよほど客

観的に明らかといえる状況にある場合はともかく、国民の意識がいかなる状況

であるかということ自体、国民を代表する選挙された議員で構成される国会に

おいて評価、判断されることが原則であると考えられることは、被告準備書面
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(1)第２の６(3)（２７及び２８ページ）において主張したとおりである（令和

３年大法廷決定における深山卓也裁判官、岡村和美裁判官及び長嶺安政裁判官

の共同補足意見参照）。 

そして、選択的夫婦別氏制度の導入について、今なお国民の意識の有り様が

客観的に明らかといえる状況にあるとはいえないことは、被告準備書面(1)第

２の６(3)（２７及び２８ページ）及び被告準備書面(3)第４の２(2)イ（１３及

び１４ページ）で述べたとおりである。このことは、以下のとおり、近時にお

ける民間調査においても、㋐夫婦同氏制の維持を求める旨の回答及び夫婦同氏

制を維持した上で、旧姓の通称使用についての法制度を設け、又は、その拡大

を求める旨の回答の合計が約６０から８０パーセントに上るのに対し、㋑選択

的夫婦別氏制の導入を求める旨の回答が約１８から３１パーセントにとどまる

ことに照らしても、明らかである。 

(1) 令和７年５月実施・産経新聞社及びＦＮＮ世論調査（乙第１９号証） 

㋐の回答：６４．６パーセント 

㋑の回答：３１．２パーセント 

(2) 令和７年６月実施・ＮＨＫ世論調査（乙第２０号証・５ページ） 

㋐の回答：６８パーセント 

㋑の回答：２５パーセント 

(3) 令和７年９月及び１０月実施・読売・早大共同世論調査（乙第２１号証・

９枚目） 

㋐の回答：７８パーセント 

㋑の回答：２１パーセント 

(4) 令和８年２月実施・読売新聞社世論調査（乙第２２号証・３枚目） 

㋐の回答：８０パーセント 

㋑の回答：１８パーセント 

その他、原告らが、原告ら第２１準備書面において種々指摘する婚姻や氏に
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関する社会的状況等の変化についても、被告準備書面(1)第２の６(3)（２６か

ら２８ページ）及び被告準備書面(3)第４の２(2)（１２から１６ページ）にお

いて述べたところと同様に、平成２７年大法廷判決及び令和３年大法廷決定後

の有意な変化とはいえないものであるから、本件各規定の必要性及び合理性を

失わせる事情とはいえない。 

したがって、原告らの上記主張は、理由がない。 

 

第３ 結語 

以上のとおり、原告らの主張には理由がなく、原告らが主張する事情によっ

ても、平成２７年大法廷判決及び令和３年大法廷決定を変更すべき事情がある

とはいえない。また、本件各規定が女子差別撤廃条約及び自由権規約の各規定

並びに憲法９８条２項に違反するとは認められないことは、被告準備書面(1)

第２の７（２８から３３ページ）及び被告準備書面(3)第５（１８及び１９ペー

ジ）で述べたとおりである。 

したがって、本件各規定の改廃措置をとらない立法不作為は、本件各規定が

憲法及び上記各条約の規定に違反することが明白であるにもかかわらず国会が

正当な理由なく長期にわたって立法措置を怠った場合にそもそも当たらず、国

賠法１条１項の適用上違法の評価を受けるものではないから、この点の違法が

ある旨をいう原告らの主張は理由がない。 

よって、本件国賠請求は、いずれも速やかに棄却されるべきである。 

以 上 


